
特定非営利活動法人ARUN Seed

(目 的 )

第一条 この内規は、特定非営利活動法人ARUN Seedの理事ならびに監事 (以下『役員」

という )の報日の基準について定める。

(役員の報日 )

第二条 この法人は定歌第18条に基づきその総数の3分の 1以下の

とができる.役員報日は理事会の議決をもつて決定する

囲内で報酬を支払うこ

(補則 )

第二条 この規定の実施に日し必要な事項は、理事会の■決を経て、理事長がこれを定め

る 。

附則 この規定は2018年7月 17日 から施行する



給 与 規 程

第 1章 総 則

第 1条 (適用範囲)

1.本規程は、特定非営利活動法人総W Seed従業員の賃金および賞与について定めるもの

である。

2.本規程で定めていない事項については、労働基準法その他の法令の定めるところによる。

第2条 (賃金計算期間および支払日)

1.賃金は、当月 1日 から当月末日までの期間 (以下「賃金計算期間」という。)について

計算し、翌月 10日 に支払う。ただし、当該支払日が休日の場合はその前日に支払うもの

とする。

2.前項の規定にかかわらず、以下の各号に該当するときは従業員 (第 1号については、そ

の遺族)の請求により、賃金支払日の前であっても既往の労働に対する賃金を支払う。

①従業員が死亡したとき

②従業員が退職、または解雇されたとき

③前各号のほか、やむを得ない事情があると当法人が認めたとき

第 3条 (賃金の支払方法)

1.給与は、直接従業員本人に通貨で支払う。ただし、従業員本人の同意がある場合は、従

業員本人が指定する本人名義の金融機関口座に振り込むものとする。

2.以下の各号に掲げるものについては賃金を支払うときに控除する。

②住民税 (市町村民税および都道府県民税)

③雇用保険料

④健康保険料 (介護保険料を含む)

⑥その他必要と認められるもの

第 4条 (遅刻、早退または欠勤の賃金控除)

遅刻、早退または欠勤により、所定労働時間の全部または一部を休業した場合は、その休

業した時間に応じる賃金は支給しない。

第 5条 (休暇・休業・休職期間中の賃金)

1.年次有給休暇の期間は、所定労働時間の労働に対して支払われる通常の賃金を支払う。

2.前項の場合を除き、原則として、就業規則に規定する休暇、休業及び休職期間中は賃金

を支給しない。ただし、当法人が特に必要と認めた場合は基本給の2分の 1を限度として

支給することがある。



第 2章  支給給与

第 6条 (賃金)

賃金には、基本給、通勤手当、時間外勤務手当、休日勤務手当及び深夜勤務手当を含むも

のとする。

第 7条 (基本給)

基本給は、従業員の学歴、能力、経験、技能および職務内容などを総合的に勘案して各人

ごとに決定し、個別契約で定める。

第 8条 (通勤手当)

通勤手当として、通勤に関わる実費に相当する額を支給する。

第 9条 (時間外・休日・深夜勤務手当)

1.時間外勤務手当 。休日。深夜勤務手当は、当法人の命令があった場合もしくは事前に届

け出て承認された場合に、時間外、休日または深夜に勤務したことに基づいて支給する。

2.所定労働時間を超え、かつ、法定労働時間を超えて労働した場合には、時間外勤務手当

を、法定の休日に労働した場合には休日勤務手当を、深夜 (午後 10時から午前 5時まで

の間)に労働した場合には深夜勤務手当を、それぞれ以下の計算により支給する。

3.所定労働時間を超え、かつ法定労働時間を超えて労働した時間、または休日に労働した

時間が深夜に及ぶ場合は、時間外勤務手当または休日勤務手当と深夜勤務手当を合計した

割増賃金を支給する。

第10条 (昇給)

1.昇給は、基本給について行 う。

2.昇給額は、能力、経験、技能および職務内容などを総合的に勘案して各人ごとに決定し、

個別契約で定める。

この規程は、平成 28年 6月 1日 から施行する。

「
Ш

Ｆ
リ付

ワ

“

時間外勤務手当 時間給×1.25×時間外労働時間数

休日勤務手当 時間給Xl.35×休 日労働時間数

深夜勤務手当 時間給Xl.25× 深夜労働時間数



書式第 17号 (法第 55条関係)

54 2 3 した

1 資金に関す る1事項 [①収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項]

※ 丸数字は、特定非営利活動促進法第 54条第 2項第 3号に定める事項の詳細について規定している特定非営利活動

法人名 特定非営利活動法人 ARUN tted 令和元年 4月 1日 ～

令和 2年 3月 31日
事 業 年 度

収益の源泉別の明細

(2) 金の明細

金収 益 源 泉 の 内 訳

事業収益 (ス クール)

受取寄付金

事業収益 (CSIチャレンジ)

□

5[Ю,000円

3,014,481円

0円

事業収益 (普及啓発) 661,734円

受取利息 13円

2,658,000円会費

円

円

円

合 計 6,384,228円

円

円

円

円

円

借 入 先 金    額

該当なし 円

円

円

円

円

合 計 円

該当なし

そ

じて し132



□ る事i項|[②資産の議渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項]

譲 渡 資 産 の 内 容 料 金 条  件  等

該当なし 円

円

円

円

円

円

円

円

円

,■ ,・

Uヽ‐‐ る

貸 付 資 産 の 内 容 料 金  1  条 件 等

該当なし 円

円

円

円

円

円

円

円

円

役務の提供に係る料金及

役 務 の 提 供 の 内 容 料 金 条  件  等

該当なし 円

円

円

円

円

円

円

円



3 取引の内容に目する事項 [③次に掲げる取引先、取引金額その他その内容に関する事項 イ 収益の生ずる取引

及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の最も多いものから順次その順位を付した場合におけるそれぞれ第
一順位から第二順位までの取引 ロ 等との取引]

取引先の氏名等
法人との

関  係
住所又は所在地

譲 渡
年月日

議 波 価 格 譲渡資産の内容等

該当なし 円

円

円

{1)収益の生する取引の上位5者

② 費用の生ずる取引の上位 5者

(3)役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の親族等との取引
イ 資産の譲渡 (棚卸資産を含む。)

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額 取 弓1 内 容 等

2,000,∞0円 受取寄付金

1,o〔x),()()`)円 受取寄付金

133,964円 講演料

1(Ю,∝Ю円 講演料

75,(ЮO円 受取寄付金

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額 取 引 内 容 等

給与

6“,Oα)円 地代家賃・顧問料

給与

157,4α)円 旅費

13■ 956円 メンパーシツプ

■■
■■
■■
■■
■■
■■
■■



口 資産 け け )

ハ 役務の提供 (施設の利用等を含む。)

取引先の氏名等
法人との

関  係
住所又は所在地

貸 付

年月日
対 価 の 額 匿亜亜ヨ囲歴ヨ

該当なし 円

円

円

円

円

取引先の氏名等
法人との

関  係
住所又は所在地

役務の提

供年月日
対 価 の 額 役務提供の内容等

該当なし 円

円

円

円

円

4 寄附者に関する1事項 [④寄附者 (役員、役員の親族等で、当腋法人に対する書附金の額の事業年度中の合計額が
20万円以上であるものに限る )の氏名並びにその書附金の額及 月 日]

氏 名 寄 附 金 額 受 領 年 月 日

該当なし 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円



給 与 を 得 た 職 員 の 総 数 左 記 の 職 員 に 対 す る 給 与 総 額

2人 1,397,964円

ロ
r」 の総数及び当議職員に対する給与の総額に関する事項]

6 支出した寄附金に関する事項 [⑥支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日]

支出年月日 支出先の名称 所 在 地 寄附の目的等 支出した寄附金額

該当なし 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

合   計 円

る1『項[⑦海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並びに
その実施日]

使
「
ヨ

ロ
”
＾

金   額

2020.9.14
―シップ支払

て、メンパ
13■ 9晨〕円

円

円

円

円

実  施  日

局

7



法人名 特定非営利活動法人 ARW Seed チェッタ欄

′
役員の総数のうちに次の者の数の占める割合がそれぞれ3分の1以下であること

{1)役員及びその親族等

0 特定の法人の役員又は使用人である者及びこれらの者の親族等
口 各社員の表決権が平等であること
ハ 会計について公認会計士又は監査法人の監査を受けていること、又は帳簿書類の備付け、取引の

記

録及び帳簿書類の保存について青色申告法人に準じて行われていること
二 支出した金餞の費途が明らかでないものがある等の不適正な経理が行われていないこと

′
１

３

‘

して していること

項  目

区  分

役員数

最 も人数 が

多い 「親 族

等」 の グル

ープの人数

割 合

(②÷①
)

① ② ③

最も人数が多い「特定
の法人の役員又は使用

人である者及びこれら

の者の親族等」のグル

ープの人数

割 合

(④÷①
)

④ ⑤

0人 0%

人 %

人 %

人 %

人 %

人 %

イ

③
令和元年 4月 1日 ～令和 2

年 3月 31日 4人 0人 0%

⑥
年  月  日～ 年  月

日 人 人 %

◎
年  月  日～ 年  月

日 人 人 %

O 年  月  日～ 年  月

日 人 人 %

◎
年  月  日～ 年  月

日 人 人 %

①
年  月  日～ 年  月

日 人 人 %

申請時
人 人 % 人 %

(注1)

(潔 )

各欄の人数等は、第3表付表1『役員の状況」から転配してください。
③及び⑤については、小数点以下第2位を切り捨てた数値を記載してください。

上記を証する書類の名称とその内容等
はヤヽ

υヽい

え

はい

いヤヽ

え

は い

υヽい

え

はい

いい

え

は い

い ヤ`

え

はい

いい

え

はい

いい

え

③ ⑥ ◎ ① ◎ ①
申 請

各社員の表決権が平等である

書式第7号 (法第44条051条 058条関係)

認定基準等チェック表  (第 3表 ) (初葉)

認定基準等チェック表 (第 3表 ):ま、法第 55彙第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時におい

ても記載及び添付する必要があります。その場合、上記口の記載の必要はありません。

認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第 55条第 1項に基づく書類

た事項について、添付を省略することができます。

に配載し



ハ

項
日

【 ③ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申請時

会計について公認会計士又は監査法人の監査

を受けている

1

| はい

ーcrい
え

|｀

~´

はい

)ヽいえ

は い

いいえ

は い

いいえ

は い

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

帳簿書類の備付け、取引
は い

の保存を青色申告法人に準じて行つている いいえ

)はい

いいえ

は い

いいえ

は い

いいえ

は い

いいえ

は い

いいえ

は い

いいえ

項
日

【 ③ ⑤ ◎ ① ◎ ① 申請時

費途が明らかでない支出がある、帳簿に虚

偽の記載がある等の不適正な経理の有無 C 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無

第3表 (次葉)

認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第 55条第 1項に基づく書類

項について、改めて記載する必要はありません。

に記載した事

エ

明 らかでないもの」とは、法人が費用として支出した金額のうち、その費途を確認するこ

とができないものをいい、法人が名目に関わらず支出した金銭でその費途が明らかでないものが、これに当たります。

なお、意図的にその支出先を明らかにしない支出がある場合も、当然に「費途が明らかでないもの」があることにな

り、認定を受けることはできません。

3

○ 二において、

項 目 記 載 要 領 注 意 事 項

イの各欄 区分相の「0～①」の各欄には、実績判定期間の

各事業年度 (又は各年)を記載します。

第 3表付表 1『役員の状況」を記載して、「①」、

「②」及び「④」の各欄に該当する人数を転記しま

す。

口の各欄 該当する一方を「○」で囲みます。
「上記を証する書類の名称とその内容等」欄に

は、例えば、「定款 (又は会則)第○条に『各正会

員の表決権は、平等なものとする』と規定」のよう

に記載します。

「上記を証する書類の名称とその

内容等」欄には証する書類の内容を

文言のとおりに記載します。

ハの各欄 該当する一方を「○」で囲みます。

なお、「③」から「①」については、イに記載する

各期間 (「③」から『①」)を示したものです。

① 「会計について公認会計士又は

監査法人の監査を受けている」の

_LユユニL_IΩ」L¨L奮上盪塗菫旦」理監

査誕」』星Lと墨」」LL昼:.≦L」菫塾LLL_

② 「帳簿書類の備付け、取引の記

録及び帳簿書類の保存を青色申告

法人に準じて行つている」の_ニュ

Ll_」E:…■⊇」_1`」L古屋E含1三」L塾_螢LEL

菫」塑1塑IL‥コ1量1墜組趨1望1型|ヨ|口

=|≧
証

整上亜重旭ど壺艶生豊壼L
二の各欄 該当する一方を「○」で囲みます。

なお、「③」から「①」については、イに記載する

各期間 (「③」から「①」)を示したものです。



書式第8号 (法第44条051条・58条関係)

役 員 の 状 況

目定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第 55彙第 1項に基づく書類

項について、添付を省略することができます。

3表付表 1

4人 人 人 人 人 人 人

0人 人 人 人 人 人 人

役  員  数

0人 人 人 人 人 人 人

法人名 特定非営利活動法人 mW Seed ③ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申請時

山岡聡子 理事 2019年 7月 1

日

再任

米倉誠一郎 理事

西郡俊哉 理事

○

○

○

○

大杉健一

渡辺貴大

辟
　
　
　
一鮮

○

2019年 7月 1

日

再任

2019年 7月 1

日

再任

2020年 3月 7

日

就任

2020年 3月 7

日退任

の

氏  名 住  所 職名 阪□目

就 任 等 の 状 況

③ ⑥ ◎ O ◎ ①

申

請

時

就任・ 退任

年月日

に記職した事



書式第9号 (法第44条。51条・58条関n

帳 簿 組 織 の 状 況 □
=珊

距コ

昨調u田嘲暉名」1日よ 例えば『

…

、『出枷 、「燿■国民l、
:コ瞼出鋼晨:、 中酬掟元艤」などのように記●します。

贈E嘲田岬α嗣L:口よ r■晨」、
"レ

ワリーフ」、l■T欄凛」などのように記載します。
のように

“

曖しまナ。
E:::::【::1::::i:I:IIIIlil::コ !:】::::I:lili::EEliII日 ::::li::l:::lili:IIE::lll::::::コ E::〕l::.:|!::li口 !,11!::F・ 1::::1:【1

法人名 特定琲者中:脂動法人 却肛NSeed

伝 票 又 は 帳 簿 名 証國夏翻 保存期間

7年

7年

会計ソフト (■∝e使用)

ルーズリーフ 都□ 7年

歴:韮罰 匿]□ 7年

田懸]E諏目蓄日亜コ ルーズリーフ 都□

会計ソフト 0腱∞e使用)

′レーズリーフ 圏]□

がないとき:ム 澤付を省晴することができます。



書式第10号 (法第44条・51条058条関n

認定基準等チェック表  (第 4表) 匝 I亜】

匝 Iコ
嘔喝ロロ

"=ッ
ク●

“

4口
`は

湖

“ “

mコ
=●

づく1口 (UHロ ロ諄日‖日)0日出中■ヽて鶴 馘

及び

"“

する0■
"あ

り

'す
。そ卸日餞

…

ェック● ■4■ 0関D」 0ヽ■びつ の目■臓lu●‖00日まありま

せんじ

日定C廊鮨旧田0口いの中聞
=当

たつて:=繊常5彙Bll口● づく日■ 鱈田■

…

:ヨロロしたI中口こつい

て、1餞めてロロする崚闊日まありませ

“

ぬ

法人名 弼趨中岬 |1括動法人想W Seed チェッタ欄

ノ
イ

4 事業活動に関して次に掲げる出鋼こ適合していること

ていないこと

口 役員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益を与えないこと、役員等又は役員等が支配する法人と

当法人との間の資産の臨蹟等に関して特別の利益を与えないこと、役員等に対し役員の選任その他当法人の財

産の運用及び事業の運営に関して特男1に)利益を与えないこと、及び営利を目的とした事業を行う者、上記イの

活動を行う者又は特定の公職の候補唐若しく|ま公職にある者に対し寄附を行わないこと

ハ 実期畔嘔」口間における事業費の総額のう

ること

0%以上であ

実績判定期間における受入寄附金鰐額の70%以上を特定非営利活動の事業費に充てていること

コ

有・ 無 有 ・ 無 有・ 無 有・ 無
宗教の教義を広め、儀式を行′、及び信者を

教化育成する活動

有・∪
有 ・ 無 有 ・ 無

政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに

反対する活動

有 ∩
V 有 0無 有 0無 有 。無 有・ 無 有・ 無 有・ 無

項
日

【 ④ ⑤ ◎ ① ◎ ① 圧 コ

特定の公職の候補渚若しくは州職にある者又

は政党を推薦し、支持し、又はこれらに耐

する活動

有 ・ 無 有・ 無有・ 無 有・ 無有・ 無 有 0無有 ・

項 目 ③ ⑥ ◎ ① ◎ ① 厨 コ

役員の職務の内容、職員に対する給与の支給の状は 当法人

とその活動内容及び事業規模が類似する他の法人の役員に

対する報馴の支給の状況等に照らして、当法人の役員に対す

る報酬の支給として過大と認められる報酬の支給その他役

員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益の供与

の有無

有・r
V 有 。無 有・無 有・無 有 。無 有 。無 有。無

役員等又は役員等が支配する法人に対しその対価の額が当

該資産のその議渡の時における価額に比して著しく過少と

認められる資産の議渡その他役員等又は役員等が力配する

法人と当法人の間の資産の議渡等に関して特別の利益の供

与の有無

有。c 有 。無 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無

役員等に対し役員の選任その他当法人の財産の運用及び事

業の運営に関して特場にオl騒の麒与の有無

ハ

有(リ 有 。無 有 。無 有。無 有・無 有・無 有・無

営利を目的とした事業を行う者及びイの活勁を行う者又は

特定0四

“"臨
賭着しくit猜にある者に対する喘晴の

有無

有0 有 。無 有 。無 有・無 有・無 有・無 有 。無



書式第 13号 (法第44条・51条058条関係 )

認定基準等チェック表  (第 5表 )

(注意事項)

・認定基準等チェック表第5表は、法第 55彙第 1項に基づく書類 (役員報酬規租等提出書類)の提出時に記載及び澤
付する必要があります。

・認定の有効期間の更新の中請に当たつては、添付の必要はありません。

チェッタ相

5 次に掲げる書類について閲覧の請求があつた場合には、正当な理由がある場合を除きこれ

をその事務所において閲覧させること

イ 特定非営利活動促進法第 28条に規定す

居所に係る記載の部分を除いたもの)

る事業報告書等、役員名簿及び定軟等 (個人の住所又は

ロ る旨及び欠格事由に醸当しない旨を説明する書類

ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内審を記載した書類

日][=歴:E□:II:E園コ]日正麗】匿□

ホ 収益の明細その他の資金に関する事項、資産の譲渡等に関する事項、書附金に関する事項その他

…定の事項等を記載した書類

へ 助成の実績を記載した書類

次に掲げる書類について関覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除きこ

れをその事務所において閲覧させることに同意する。

※回覧に関する細則 (社内規則)等がある場合には、その細則 (社内規則)等を添付してくださし、

同  意

しない

イ

① 事業報告書等 (事業報告書、財産目録、貸借対照表、活動計算書、年間役員名簿、社員のうち10人

以上の者の氏名及び住所又は居所を記した書面)

② 役員名簿

③ 定款等 (定款、認証書の写し、登記事項証明書の写し)

※いずれも認定基準の対象となるのは、個人の住所又は居所に係る記載の部分を除いたもの

ロ 各認定基準等に適合する旨を説明する書類、欠格事由に該当しない旨を説明する書類

ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

前事業年度の役員報酬又は職員給与の支給に関する規程

ホ

次の事項を記載した書類

① 収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項

② 資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項

③ 次に掲げる取引に係る取引先、取引金額その他その内容に関する事項

・ 収益の生ずる取引及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の多い上位 5者 との取引

・ 役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれら

の者と特殊の関係のある者との取引

④ 寄附者 (役員、役員の配偶者若しくは三親等以内の親族又は役員と特殊の関係のある者で、当該法

人に対する寄附金の額の事業年度中の合計額が20万円以上であるものに限る。)の氏名並びにその寄

附金の額及び受領年月日

⑤ 役員等に対する報酬又は給与の状況

a 役員等に対する報酬又は給与の支給の状況 (bに係る部分を除く。)

b 給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額に関する事項

⑥ 支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日

⑦ 海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並びにその実施日

助成金の支給を行った場合に事後に所轄庁に提出した書類の写し



書式第14号 (法第44条・51条・58条関m

認定基準等チェック表  (第 6、 フ、8表 )

法人名 特定非営利活動法人 ARUN鋳d

認定基準等チェック表  (第 6表)

認定基準等チェック表 (第 7表 )

麗定基準等チェック表  (第 8表)

8 申請書を提出した日を含む事業年度の初日において、その設立の日以後 1年を超える期間が経過し

ていること

E薔園 月  日～  月  日 設立年月日 平成  年  月  日

チェッタ欄

, 法第55彙第 1項に11づく □I=五
==型

Eコロロ
=玉

ココ回□EIIコ墨口
=【

壼互藝璽□
:ム

“

職する必要はありません。
|.1:::::!::::l::::i:li:工

:::二i互l!::::!|::iilil::1:::Ii:I日 :IIlill::l口 li::正ヨllE工|::I:::I:::::||:lli:i:l口 :::l::コ ll【il:I:i口 E:::::=:!:i:コロE::コ !lilI:::::r::〕 !::II::11::コ :llllllllll,!:l:::ヨ ::::!::!!口 lE:ヨ::::!!llE::::1:I:]

【ヨE:コ:■:ヨ:匿目:夏:=:IIIIIEl=:置ヨロ固I葛ヨlEE:E:21E:コ :五EE:E理:=:王:琵日i歪ヨ

29彙の規定により所轄庁に提出していること

チッ タ相

特定非営和播動促進法第器条に規定する事業報告書等の所轄庁べの提出の有無

③ ⑮ ◎ ① ◎ ①

有
r¬
卜゙ 有

n¬
けヽ● 有

r¬
,1ヽ | 有 ・ 無有 ・ 無 有 。 無

7 法令又は法令に出づいてする行政庁の処分に遭反する事実、働り り何らかの

利益を得、又は得ようとした事実そ|の他公益に反する事実がないこと

チェッタ欄

/

法令に違反|する事実、偽りその他不正の行為により何ちかの利益を得、又は得ようとした事実

その他公益に反する事実の有無

注・

…

ェック表 〈第烈D:よ 歯 騒彙第1項に薔づく0嬌 (役員輌鵬硼目硼田朗口Dの日出時に出職及

び澤付する融■があります。

① ⑤ ◎ ① ◎

有
n¬
biヨ 有

Rロ
Liヨ

① 申 請 時

有
r¬
ヒヽヨ 有 ・ 無 有

用¬
Liヨ 有 。 無

r¬
はi」有

55彙第1コ
=善

づく C=:=IE=:Iコ王】EI:□:=:=]日回:冒慶:E目:=コ
=:=:□

:コE:□:ヨ



書式第15号 (法第44条・51条。58条関輸

欠格事由チェック表

法人名 物静籠

"悟
動法人 想Ⅲ Sd チェッタ欄

/

た場合において、その取消しの原因となつた事実があつた日以前1年内に当餞■定特定非常利活動法人又は当触特
例認定特定非嘔削活動法人のその彙務を行う理事であつた者でその取消しの日から5年を経過しないもの

口 熱日以上の刑に処せられ、その執1行を終わつた日又はそのい行を受けることがなくなつた日から5年を経過しな
い者

ハ 特定非営利活動促遣法着しくは曇力団員不当行為防止法に遺反したことにより、着しくは刑法204条嗜は1)着

しくは暑力行鮨等処罰法の罪を犯したことにより、又は曰用調瞥しく!調地方税に出する法体に違反したことにより、
られ、その執術が贅わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を経過しない者

定常ヌは事業計口書の内容が法令守に違反している法人
口税又は地方税の滞粕劇分の嗽1行がされているもの又は当餞滞納配分の終了の日から3年を経過しない法人

正」」l′

「
1日

同

２

３

４

　

　

５

６

イ

ロ

1 役員のうちに、次のいり十面1叫」臓当する者がある場合

□EI罫コ
=珊=冒

因

「

ヨ語嗣

次のいずれかに腋当する法人

次のし

ることができません。

り消されその取消しの日から5年を経過しない法人

役員のうち、次のいず詢力ヽ こ感当する者の有無

認定特自編圏眸甜齢″u寝掟を取り消された場合又}淋初刷に位●揮輛脂勁嵐M端南1目定

を取り消された場合において、その取消しの原因となつた事実があつた日以前1年内に当談日定

特定非者稲 動法人又は当族特優離 特定非営和1賠動法人のその秦務を行う理事であった者でそ

の取消しの日から5年を経過しない者の有無

有

禁田以上の刑に処せられ、その執行を終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から

5年を籠E邑しない者の有撫
有 ・

特定非増和脂n醍迫法着しくは暴力団員による不当行為防止法に違反したことにより、若しくは

刑法第
"4条

等若しくは暴力行為等畑口法の罪を犯したことにより、又は国税者しくは地方税|こ

関する法律に違反したことにより、御 に処せられ、その執行が終わつた日又はその執行を受

けることがなくなつた日から5年を経過しない者の有無

有

暴力国の構成員等の有無 有・憮〕

ワ
“ 認定路ま特り|1閥陀を取り しの日から5年を重□曇しなし雛人 はい 。

| し`

甲

一
定軟又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人 はい・ し`

4 国税又は地方税の滞納処分の朝府がされているもの又は当

―

了の日から3年を経過

しない法人

謝
薇

認定、特優屈定又は認定の有効曲間の更新の申講時に、上記4日饉:コ劃目圏圏璽聾勉二望強睦墨LE塗壼璽彊園書

(注 1)

(注 2)

こと

はい 。

5 日から3年を経過しない法人 はい。�

＾
●

イ はい・

ロ はい 。 し`


